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株式会社地域創生 Co デザイン研究所（代表取締役所長：北山 泰三、以下 「地域創生

Co デザイン研究所」）は、カーボン・クレジットの創出 ・流通による脱炭素社会の実現に向

けた取り組みの一環として、住友林業株式会社（代表取締役社長：光吉 敏郎、以下 「住

友林業」）、NTT コミュニケーションズ株式会社 （代表取締役社長 ：小島 克重、以下  「NTT 

Com」）と連携のうえ、森林価値創造プラットフォーム(以下  「森かち」)※1 を活用した森林

由来Ｊ－クレジット※2 の創出・販売・購入の支援を開始いたします。 

 

※1：森かちとは、森林由来Ｊ－クレジットの創出・審査・取引を包括的に支援するプラッ

トフォーム 

https://www.morikati.com/ 

※2 ：森林由来Ｊ－クレジットとは、間伐などの森林の適切な管理を行うことによる CO2 吸

収量をクレジットとして国が認証したもの 

https://japancredit.go.jp/case/scheme/02/ 

 

1．背景 

国として 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて温室効果ガスの排出量削減をめざ

す中、カーボン・クレジットの重要性が高まっているものの、国内の森林由来Ｊ－クレジッ

トの発行量と活用量は省エネルギーや再生可能エネルギー由来のＪ－クレジットと比較し

て少量となっている状況です。 

森林由来Ｊ－クレジットの発行量が低迷している理由について、クレジット創出者とし

ては、登録や認証申請の手続きが複雑かつ、販売先の開拓が困難である点、クレジット購入

者としては、カーボン・クレジット市場※3 等での売買では信頼性が不透明かつ、活用メリッ

トを理解できていないため金融商品としての扱いになってしまう点等が挙げられます。 

 

※3：カーボン・クレジット市場 

 https://www.jpx.co.jp/equities/carbon-credit/index.html 

 



2．めざすこと 

これらの状況を踏まえて、地域創生 Co デザイン研究所は、住友林業、NTT Com と連携

のうえ、「森かち」を活用し、クレジット創出者、審査機関、クレジット購入者への直接的

な対話により、全国の森林由来Ｊ－クレジット流通量拡大をめざします。 

具体的には、「森かち」を活用することで、創出者に向けては発行プロセスの効率化によ

り創出を後押し、購入者に向けては森に関するストーリーが見える等の付加価値を提供す

ることで、クレジットの信頼性を担保し購入を後押しいたします。 

また、国内の森林 ・林業分野においては人手不足、放置林の増加、木材価格の低迷といっ

た課題が山積しています。それらは経済面が起因となっている側面も大きいため、森林由来

Ｊ－クレジットの流通による森林 ・林業分野への資金還流をきっかけに、森林経営の効率化

及び森林の健全なライフサイクルの再構築をめざします。 

 

3．取り組み概要 

地域創生 Co デザイン研究所は、従前より森林由来Ｊ－クレジット創出や民間企業へのＪ

－クレジット流通と普及啓発に取り組む※4 ことで、地域経済活性化に向けた資金還流の後

押しを実施してまいりました。 

今後は、住友林業が保有する森林・林業分野での豊富な知見や実績、幅広い顧客基盤、

NTT Com の保有する ICT に関する専門的な知見を活用することで、地方公共団体等への

アプローチ拡大、コンサルティングの提供による森林由来Ｊ－クレジット発行量の増加、ま

たカーボン・オフセット活用ニーズを有する民間企業等へのマッチング機会の提供を通じ

た取引の効率化による流通量の拡大に取り組みます。 

 

※4 ：カーボン・クレジット創出 ・流通支援サービス （地域創生 Co デザイン研究所 HP 内）： 

https://codips.jp/consulting/carboncredits1.php 
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4．各社の役割 

地域創生 Co デザイン研究所： 

「森かち」の提案、地方公共団体や民間企業への課題ヒアリング、森林 ・林業分野へのコン

サルティングサービス提供を通じたクレジット流通モデルの構築 

住友林業： 

「森かち」の運営、森林経営 ・クレジット創出コンサルティングサービスの提供、セールス・

マーケティング活動等 

NTT Com： 

「森かち」システムの開発 ・運用、ICT に関する知見の提供、セールス・マーケティング活

動等 

 

5．今後の展開について 

 地域創生 Co デザイン研究所は住友林業、NTT Com との連携を通じて、地方公共団体や

民間企業等へのアプローチをさらに拡大することで、全国の森林由来Ｊ－クレジットの流

通量拡大と脱炭素社会の実現に貢献いたします。 

 

※本ニュースリリースに記載している情報は、発表日時点のものです。変更になる場合があ

りますので、あらかじめご了承いただくとともに、ご注意をお願いいたします。 

 

以 上 


